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Ⅰ．主な改革施策別実績 

➊米穀 ➊肥料の銘柄集約、集中購買品目選定
と入札等による価格決定 

➌低価格モデル農機の共同購入 
【大型農機】令和3年3月出荷で終了 139万㌧ 

（65%） 
※括弧は本会取扱い 

に占める直販割合 

94万㌧ 
（40%） 

※括弧は本会取扱い 
に占める買取割合 

80万㌧ 
（36%） 

直接販売 
実績 74%増 24 約550 2,214 台 銘柄 銘柄 1,000 台 22万㌧ 

（9%） 
買取販売 

実績 
○基準価格に対し、概ね1～3割引き下げ 
○供給メーカーを全国16社から8社に集約 

❷農薬担い手規格の拡大、価格引き下げ 
○同クラス機価格に対し、概ね2～3割 

 引き下げ 
更なる取組 

327%増 

❷園芸 
【中型農機】令和2年12月出荷開始～ 

34％ 4,100億円 3,067 4 直接販売 
実績 普及率 億円 ％ 

2,000 台 

令和2年度出荷見通し 

34%増 
○通常規格価格に対し、概ね2～3割引き下げ 

令和元年度の普及率30％（5ha以上の水稲作付
面積52万haに対する普及率）換算で、年間約 
12.5億円のコストを削減（本会試算） 1,050 2,600億円 2,323億円 買取販売 

実績 台 
12%増 ○同クラス機価格に対し、概ね2割引き 

 下げ 
➍規格集約によるダンボール

資材の価格引き下げ 

※コロナ禍、市況価格変動等の影響による 

78 品目 
62品目 ➌輸出 

136 本会グループ全体 
（令和2年度見込み） 億円 43品目 

３割削減 品目数 
品目 

2.1 
  万ha  

平成28年度 

規格数 29品目 
  5.3  
万ha 

29 

(参考) 
全農インターナ
ショナル（子会
社)の実績 

11 ○ タマネギ・サトイモ・ピーマン： 

 加重平均16％価格引き下げ 
○ニンジン・馬鈴しょ： 

 加重平均11％価格引き下げ 

53億円 47億円 
13%増 

※世界的なコロナ禍、外食需要牛肉等の販売が 低
迷。内食需要の米・青果・卵は堅調に推移 30年度 令和元年度 2年度 年度 
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70億円 

10.4 
万ha 
 

2年度計画 令和２年度 
（見通し） 

平成28年度 

15.5 
万ha 

 

17.4 
万ha 

 

2,700億円 

受注目標 4,000億円 

令和２年度 
（見通し） 平成28年度 2年度計画 令和２年度 

（見通し） 平成28年度 

本会取扱の 
40% 

3か年累計 
（見通し） 

3か年 
取扱目標 

令和２年度 
（見通し） 平成28年度 本会取扱の 

65% 

2年度計画 令和２年度 
（見通し） 平成28年度 

購買事業 
～銘柄集約や共同購入等の生産資材コスト低減を通じ、所得増大に貢献～ 

販売事業 
～直接販売・輸出の取組みを通じ、所得増大に貢献～ 

 

 

  
 

 



（参考）全農販売事業の取扱高推移 

（単位：億円） 

（注）記載金額は億円未満を四捨五入 
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事業 

 
26年度 

 
27年度 

 
28年度 

 
29年度 

 
30年度 

 

 
元年度 

 

 
米穀農産 

 
7,674 

 
7,140 

 
7,123 

 
7,181 

 
6,932 

 
7,094 

 

 
園芸 

 
11,119 

 
11,754 

 
11,937 

 
11,643 

 
11,288 

 
10,987 

 

 
畜産 

 
5,670 

 
5,826 

 
5,908 

 
5,829 

 
5,746 

 
5,694 

 

 
合 計 

 
24,463 

 
24,719 

 
24,968 

 
24,652 

 
23,965 

 
23,775 

 

 

 

 



Ⅱ．コロナ禍における消費行動等、環境変化への対応 
流通 

（物流・加工） 
消費 

地域 生産 

食の簡便化 

人件費高騰 

輸出障壁 

日本食ブーム インバウンド需要の
掘り起こし 

キャッシュレスの
普及 

業務向け輸
入品の増加 

＋ テレワークの加速 

— インバウンド需要減 

— 飲食店・学校給食等
休止による在庫過多 

— 外国人技能実習生の 
来日制限 

— 農業規模の縮小 

○ 他産業での失業 

○ 包装・小分け等の作業
量増加 

○ 移動制限による工場等 
の人手不足 

＋ 国産への需要回帰－ 外食機会の減少 — 世界的な経済減退 

＋ 家庭調理の拡大 

— ギフト商品需要減 

○ 保存性需要の増加 

○ 衛生・健康・安全
意識の高まり 

— インバウンド需要減－ 人の移動制限 

○ 持ち帰り・宅配需要 
の拡大 

消費拡大の取組み ネット通販・宅配の増加 今後の事業展開 

外食向け食材の   
在庫増加（米・牛肉等） 

5月 6月 7月 8月 9月 ４月  地域のAコープ店舗  
 を国産農畜産物の  
 販売拠点に位置づ  
 け、ファーマーズ型  
 店舗を併設し展開  
 （全国で28店舗）  

①全国連拠出予算
送料無料キャンペー 

ン 

②農水省補正予算
送料無料キャンペー 

ン 

国産牛・果実・乳製品・花き・地鶏・ 
日本酒等 

Ｊ 
Ａ 
タ 
ウ
ン 

ニッポンの農家応援 

和牛・花き・メロン・マンゴー・いちご 
・おうとう・リーフ茶・大葉・ワサビ等 

（一般消費者向け） 

＋278％ 
（4-1月前年比） 

＜ＪＡファーマーズ＞ 

③他連・本会取引先利
用提案などの販促  産地直送ECショッピ  

 ングモール「JAタウ  
 ン」のJA・直売所等  
 の出店や品揃え強  
 化（100店舗、会員  
42万人、開設20年）  

（全国連拠出予算） 
直売所・Ａコープ店 
プレゼントキャンペーン 

生協の宅配事業 

＋16％ 
（4-12月前年比） 

出所：日本生活協同組合連合会 
④内部販売 和牛・乳製品・野菜など 
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ＪＡタウン活用拡販 

     ＜ＪＡタウン＞ 

  

和牛景品 

  

 
生鮮品の
巣ご も り
需要増 

 

 
ネット通
販による
購入増 

 

➊消費行動の変化に対応
した物流機能の構築 

 
 
➋Eコマース事業への集中

的な投資 
 
 
➌他企業との商品開発・販

売機能強化 
 

➍労働力支援の全国展開、
スマート農業・省力化技
術の普及 

       

        

  
    

 

 

 

産地直送おうちごはん 

  

＋ 農業分野にプラスの影響 

— 農業分野にマイナスの影響 

○ 新たな動向 

コ
ロ
ナ
禍 
の
環
境
変
化 

Eコマース拡大 物流コストの増大 

小口配送の需要増 

労働力・担い手不足 都心への一極集中 

 
コ
ロ
ナ
前 
の
情
勢 

 

輸出 中外食 小売 

 

 

 



、 

Ⅲ．販売力強化に向けた輸出拡大 
n 農林水産業の成長戦略として掲げる政府の新たな輸出目標（７年度２兆円、12年度５兆円）に向け、海外  

に進出する食品メーカー・小売・外食企業等との連携により、オールジャパン体制で取組み、そのなかで   
農業団体として求められる使命・役割りを果たすことで、ジャパンブランドの確立と輸出拡大を目指す。 

➊これまでの輸出拡大への取組 ➋これからの輸出拡大への取組 
（直近の他企業と連携した輸出拡大の取組事例） 

  和牛加工処理施設の設置    日系外食企業へ供給  

全農職員が駐在、
カット技術を現地で
指導 

付加価値を付けた米輸出 複数産地のリレー出荷 

香港企業へ炊飯
機器を設備投資し
ビジネスランチ向 
け国産米販売を
開拓 

惣菜等へ日本産
食材の利用を推
進 

 香港  

香港向けに複数
産地の甘しょを全
農ブランドパッ 
ケージに統一 

リレー出荷による
長期販売を実現 

 香港  

© 2021 ZEN- NOH －6－ 

 

  

 

  

 
ロサンゼルスの
企業と加工会社
を設立 

消費者向けカット
商品を提供 

Eコマース販売が
好調米国向け牛
肉は大幅に伸長 

 米国  

 
 
 
スシローが海外
出店する台湾・
香港・シンガポー
ルへ、国産米の
原料を販売 

 

  アジア  

サントリーHDとの共同商品開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サントリーHD×ホクレン×全農グルー
プが共同し、「北海道産プレミアムりん
ごジュース」を開発 

今後も新たな商品を開発し、サントリー
グループのマーケティング機能、全農 
グループの素材を活かし、輸出を拡大 

 
  中国へ  

PPIH（ドンキホーテグループ) 
との取組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アジアを中心に多店舗展開をはかる 
PPIH（ドンキホーテ）グループへ販売開
始 

令和2年10月発足の同グループパート
ナーシップ組織（PPIC）に、JA全農イン
ターナショナル㈱が参画、積極的な商品
供給により輸出を拡大 

   米国・アジアへ  

 

 

 



Ⅳ．アライアンスを起点とした販売力強化 
n 外部企業との業務提携や出資により、マーケットイン起点で消費の出口を確保し、消費者や実需者のニ

ーズに対応した販売展開と生産振興を行うことで、国産農畜産物の消費と生産基盤の拡大に取組む。 

➊スシローグローバルホールディングスへの出資 ❷中食・外食向けサプライヤーとの協業（青果物） 

  従来 大型  

（出典：同社HPより） 

 選果・配送
ＪＡ 

 作付・生産  商品化 
加工

業務用
実需者 

➌株式会社ファミリーマートへの出資 作付提案 計画 ・
全農 生産者 

収穫・出荷 

❹日清製粉グループ本社への出資 

（出典：同社HPより） 加工食品事業 製粉事業 中食惣菜事業 
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＜主な業務提携施策＞ 
• 「食料・農業・農村基本計画」の生産目標に向けた生産振興と販売拡大 
• 国内人口減少と米消費減少を見据えた品種開発や作物転換 
• 飼料用原料の安定調達とコスト低減等（既存取引の拡大） 

全国 

＜当面の取組施策例＞ 
• 直売所と連携した店頭での農畜産物販売 【市町村】 県・ブロック 
• 地域の特産品の掘り起こしと惣菜販売 【県・ブロック】 

• 国産農畜産物を原料とした加工品開発   【全国】 市町村 
 

  

令和2年度 

• 輸入品に対抗できる花蕾の大きなブロッコリー品種（約2倍）の契約栽培提案、
実需者（コンビニ・量販店・学給業者等）への結び付けと商品化を通じ生産振興 

• 加工・業務用野菜実需者と連携し、PB商品化した国産カボチャを生産振興 

令和2年度 

＜主な目的＞ 
• 精米の販売拡大、スシローの海外展開に伴う国産農畜産物の輸出拡大 
• 最終実需者を確保（「農業競争力強化プログラム」の趣旨に合致） 
• 需要に対応した契約栽培などの作付け提案（生産者安定経営） 

平成29年度~ 平成29年度 

 

   

 

 



Ⅴ．持続可能な加工・流通システムの構築 
n 生産者の労力軽減や生産面積拡大、青果物物流の課題解決に向けて、産地ストックポイントや実需者ニ    

ーズに対応する保冷・加工機能なども具備した消費地ストックポイントの整備、運べないリスクに対応し   た
物流合理化など、ムリ・ムダのない持続可能な加工・流通システムの構築に取組む。 

➊産地ストックポイントの整備 ❷消費地ストックポイントの整備（総合物流センター設置、今後順次稼働予定） 
＜複数県＞ 

(令和3年10月稼働予定) ＜複数JA＞ 
連携
営業 ストック 

ポイント 
岐阜 

トラックにて  
北九州・中国・
関西方面へ 

冷凍青果
工場 実

需
者 

入庫・仕分け
加工 

三重 

RORO船にて
清水港 

京浜市場へ 

冷蔵・冷凍保管 
個 包 装 

温度帯変更
セット組み 

出庫 

滋賀 グループ会社 共同配送 

全農
青果C 

共同
配送 （埼玉県久喜市） 

、 

➌米穀の物流合理化 
＜全農統一フレコン＞ 

➍生乳輸送のモーダルシフト 
＜紙袋のパレット輸送＞ 

 輸送時の手荷役を削減し輸送力確保を目的とした統一資材の導入により米穀の物流を合理化   生乳トラック輸送にフェリー利用を活用し、労働・環境負荷を軽減  
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産地から消費地までを一貫し、農畜産物の保管・包装・冷凍加工、宅配利用や 
保存性・簡便性等の販売ニーズに対応する機能を備えた総合物流センターを設置 

周年安定供給を希望する実需者に対応
し、複数産地やグループ会社が共同利
用する青果物貯蔵施設を整備 

青果物物流の課題（長時間拘束、手荷役発
生、複数市場分荷・配送等）を解決するため
県内ＪＡを網羅する共同配送拠点を整備 

大分青果センター 
低温保管・分荷・共同配送 

共同配送
センター 

 
精米工場 
 

 
冷凍倉庫 
 

 

 
 
 

生協

コンビニ

量販店 

外食

ネット

等 

 

 
 
 
 
 

産地 
 

青果物 
貯蔵施設

(岐阜) 
 

荷受

保冷

貯蔵

分荷

出庫 

 

 

 



Ⅵ．資材・エネルギー調達における地域循環と環境負荷軽減の推進 
n 環境負荷軽減による食料の安定供給、地域の未利用資源の活用、地域循環型での省エネルギー化等

を通じて、今後重要性が増す地球環境問題やＳＤＧｓへの対応に向けた資材・エネルギー調達活動に継
続的に取組む。 

➊生分解性マルチの普及 ➋省エネ施設園芸設備の導入 ➌国内地域資源を活用した肥料の開発・普及 ➍ＩＰＭによる化学農薬の使用低減 
＜天敵資材「バンカーシート」＞ 

一般の肥料 
Ｎ Ｐ Ｋ 

エコペレット
エコレット 燃焼灰 

＜ゆめファームSAGA＞ 

➎耕畜連携による環境負荷軽減 ➏地産地消型再生エネルギーシステムの構築 

営農施設 小水力
発電施設 余剰電力の買取 

電気・燃料 
バイオマス
発電施設 クミアイプロパン 再

エ
ネ
調
達 

省エネ提案 
  新技術  

３Ｒ 
認証マーク 太陽光

発電施設 
X4J " 蓄電池 太陽光 燃料電池 

 組合員・事業施設におけるエネルギー調達に向け、ＬＰガス・電気に省エネ機器を  
 組合せた地域内循環を目指すエネルギー供給モデルの実証と普及に取組む  
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堆肥を肥料（RESOURCE）として再利用（RECYCLING）し、繰り返す（REPEAT） 
の「３Rブランド」を立ち上げ、 資源循環にて生まれた農畜産物・加工品を販売 

LC"施 設 
組合員家庭 

 

 

薬剤抵抗性問題への対処として、化学
農薬に頼らない天敵保護装置を開発。
薬剤が少ないイチゴのハダニ防除のプ  
ログラムを策定し推進 

市内清掃工場の余剰廃熱とCO2を 
活用する施設を運営し、キュウリ多収 
栽培を実施（全国平均の約4倍の収 
穫量（55.6㌧/10a）を実現） 

圃場で自然分解する生分解性
マルチを推進し、環境負荷を
軽減 

日本国内の鶏糞燃焼灰や堆肥などの地域資源を原料とした 
肥料（エコ肥料）を、メーカーと共同研究・開発し販売 
【今後の未利用資源活用の視点と課題】 
①下水汚泥からのりん酸回収（コスト・流通面で課題） 
②木質燃焼灰からの加里回収（令和2年12月の法改正で混

合肥料化が認可されたが品質面で課題） 

 

 

 



Ⅶ．持続可能な生産基盤体制の構築 
n 農業就業者の減少など生産基盤の縮小がすすむなか、農業現場の労働力支援や地域の雇用創出に向    

けて、農作業受委託や担い手の育成、生産性向上に向けたスマート農業の普及等に取組む。 

➊ＪＡやパートナー企業と連携した労働力支援 ➋新規就農者研修事業による担い手育成（岐阜） 
就農支援会議 ＜全農＞ 

・研修生募集 
・栽培技術指導 
・会議開催 
・施設仕様検討 

＜県＞ 
・就農計画作成支援 
・施設建設に係る補助事業 
・技術指導 

定着 
就農 

研修 

募集 
＜市町村＞ 

・土地の確保支援 
・就農計画作成支援 
・施設建設に係る補助 

＜ＪＡ・いちご部会＞ 
・農地の取得支援 ・施設貸与 
・部会加入 
・調整作業支援 

・記帳支援 
・販売支援 

➌耕種分野でのＩＣＴ活用 ➍畜産分野でのＩＣＴ活用 

生産者 ＪＡ 

解析に
必要な
データ 

解析結果 

＜栽培管理システム＞ ＜ファームノートカラー＞ ＜営農管理システム＞ 
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…
 

生産者の所得向上・労務軽減に向けた牛の分娩兆候監視システム「モバイル牛温恵」、
飼養管理にAIを利用した「ファームノートカラー」等、ICT機器を普及 

地理情報や栽培データを基に、最適な防除時期や収穫時期を予測するAIを  
活用した技術を開発・普及 

アクセス 
作業記録機能 

プラットフォーム 
収量管理機能 

 

防除管理機能 
 

 
 
 

 
防除機との連携 

  

 
 
 

水稲用AI�大豆用AI�
 

生産振興と担い手育成を目的に、行政や生産者部会と連携した研修事業を平成20年 
度より実施。45名の卒業生が就農（県内生産者の約2割へ） 

労働力不足に悩む生産現場の農作業受託を行う支援体制を構築。大分の実践
事例を地域ブロック毎で展開するため協議会を設置 

 

 

 






